
（様式） 
地域研究委員会・地球惑星科学委員会合同地理教育分科会（小分科会、○小委員会）

の設置について 
 
分科会等名： 地理教育分科会 環境・防災教育小委員会          
 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印を

付ける。） 

○地域研究委員会 
地球惑星科学委員会 

２ 委員の構成 15 名以内の会員および連携会員、その他 
３ 設 置 目 的 日本学術会議「日本の計画」（2002 年）では、循環型社会にお

ける地球規模の環境問題解決能力の育成には、人間及び人間社会

の存在が歴史的のみならず、根源的に風土的・空間的存在である

ことの理解が必要であると指摘したが、この考え方は、人間活動

を地球（自然、土地、空間）との関係で捉える地理教育に通ずる

ものがある。特に地球規模の環境問題解決の知識基盤としての地

理教育の重要性とその推進が日本学術会議の対外報告「現代的課

題を切り拓く地理教育」（平成 14 年 9 月）でも提言された。 

防災分野においても日本学術会議「地球規模の自然災害に対し

て安全・安心の社会基盤の構築委員会」の提言（平成 19 年 5 月）

では、災害認知型社会を形成するためには、ハザードマップ等を

利用した地域の災害リスク理解が不可欠であり地学・地理教育の

推進が提言され、新指導要領「地理 A」では、防災に関する教育

内容が正規カリキュラムに取り入れられた。 

しかし、学校教育現場において、地理系教員の減少や自然地理

苦手意識の教員数の増加傾向は収まらず、子供達の自然地理的知

識は低下している。この問題を解決するためには、環境や防災に

関する地理教育の内容改善や教育現場の教員への研修が必要で

ある。本小委員会では、近年の自然地理学の研究成果を取り入れ

環境・防災地理教育の内容改善を目指す。また、教育現場の、教

員向け研修のあり方も検討する。 
４ 審 議 事 項 環境・防災教育の内容検討 

環境・防災教育に関する教員研修体制の在り方の審議 
時限設置   年  月  日～   年  月  日 ５ 設 置 期 間 
○常設 

６ 備    考  



平成 21 年９月 11 日 
日本学術会議会長 
    金 沢 一 郎   殿 
 
 

第一部 広渡 清吾 
 

 
地域研究委員会・地球惑星科学委員会合同地理教育分科会環境・防災教育小委員

会の委員として、下表のとおり、候補者を推薦します。 
 
（ 環境・防災地理教育小委員会） 

 氏   名    所  属  ・  職  名  備  考 

氷見山 幸夫 北海道教育大学教育学部・教授 （地理教育） 連携会員 

田村 俊和  
立正大学地球環境科学部環境システム学科・教授（自

然地理） 
連携会員 

三上 岳彦 帝京大学文学部史学科・教授（自然地理） 連携会員 

奥村 晃史 広島大学文学研究科・教授（自然地理） 連携会員 

春山 成子 三重大学生物資源学研究科・教授（自然地理） 連携会員 

熊木 洋太 専修大学文学部地理学科・教授（自然地理） 連携会員 

海津 正倫 名古屋大学環境学研究科・教授（自然地理） 
地理教育分科会特

任連携会員推薦 

鈴木 康広 
名古屋大学環境学研究科付属地震火山防災センタ

ー・教授 （自然地理） 

地理教育分科会特

任連携会員推薦 

松本 淳 首都大学東京都市環境科学研究科・教授（自然地理） 
地理教育分科会特

任連携会員推薦 

犬井 正 獨協大学教育学部・教授（環境地理教育）  

   

   

   

 
 



 
 
 
【記載要領】 
 設置する分科会等一つにつき１枚、別紙様式の各項目を御記入の上、事務局の担

当者に御提出ください。なお、複数の委員会の下に設置される分科会等である場合

には、委員会間で調整の上、連絡窓口となる委員会から御提出ください。 
 
○ 分科会等名 
  新たに設置する分科会等の名称を記入してください。 
１ 所属委員会名 
  分科会等を設置する委員会の名称を記載してください。なお、複数の委員会の

下に設置される分科会等である場合には、委員会間で調整の上、複数の所属委員

会名を記載するとともに、主体となる委員会に○印を付けてください。 
２ 委員の構成 
  分科会等の委員の構成を記入してください。なお、人数については、分科会等

として活動できる人数の範囲を考慮の上、記入してください。 
  （例）「○名以内の会員及び×名以内の連携会員」 
     「○名以内の会員又は連携会員」 
３ 設置目的 
  分科会等の設置目的を２００～３００字程度で記入してください。 
４ 審議事項 
  分科会等における審議事項を５０字以内で記入してください。なお、具体的な

課題を設定して審議を行う場合は、そのことを示して報告書の作成時期について

も記入してください。 
  （例） ・具体的な課題を設定しない場合 
      「○○○○○の審議に関すること。」 
      ・具体的な課題を設定する場合 
      「○○○○○の審議に関すること。なお、□年△月を目途に報告書を

作成する。」 
５ 設置期間 
  期限を設けて設置する場合には、始期と終期を記入してください。常設の場合

には、「常設」に○印を付けてください。 
６ 備考 
  その他、何か記載すべき事項がありましたら記入してください。 
 

（参考）


